
第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管

基本目標１　妊娠・出産から子育てまでの切れ目のない支援の展開

取組① 安心・安全な妊娠・出産の確保、妊婦の不安解消

記載例 健康教育及び健康相談の実施 ●●課

対象 妊婦

事業概要
妊婦届出書のアンケート項目をもとに、保
健師が個別に母子健康手帳を交付する。

交付件数

平成27年度：348件
平成28年度：317件
平成29年度：322件
平成30年度：327件

事業継続の方向性
今後も保健師が個別面接にて交付し、こ
のニーズに対応するとともに、ハイリスク
妊婦の早期把握、継続支援につなげる。

事業効果

保健師が個別面接にて交付するため、個
の状況を理解しやすく、ハイリスク妊婦を
把握しやすい。また、妊婦も個別対応であ
るため不安を表出しやすい。

取組② 母子保健サービスの充実・子どもの健康確保

対象 乳児育児中の親

事業概要

乳児のいる家庭を訪問し、母子の心身の
状況や育児状況の把握、不安や悩みを聞
き、子育て支援に関する情報提供を行う。
また、家族関係について情報収集を行う。

訪問件数

平成27年度：396件（実施率　107.4％）
平成28年度：341件（　　〃　　99.1％）
平成29年度：352件（　　〃　　97.5％）
平成30年度：361件（　　〃　　95.8％）

事業継続の方向性
今後も乳児訪問をすることで乳児のいる
家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育成
環境の確保を図る。

事業効果
乳児家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な
育成を確保する。また母親が子育てに自
信をもち、安心できる。

対象 子育て家庭・妊婦

事業概要
子育てに対して不安や孤立感を抱える家
庭を養育支援専門員が訪問し、家庭や育
児の支援を行う。

訪問件数

平成27年度：実件数5件、延件数25件
平成28年度：実件数6件、延件数60件
平成29年度：実件数4件、延件数40件
平成30年度：実件数5件、延件数39件

事業継続の方向性
今後も養育支援が必要と判断した家庭に
対して、養育支援訪問員が訪問し、養育に
関する指導・助言等を行う。

事業効果
定期的に訪問し、養育に関する指導・助言
を行うことにより適切な養育の実施が確保
できる。

②‐2

第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

上段：令和元年度：●●件　令和2年度●●件　令和3年度
●●件
下段：乳幼児及び児童の健やかな成長と健康の保持増進を
目的に、健康教育を上記件数実施し、件数は年々増加して
いる。

取組状況

養育支援が必要と判断した家庭に対し、養
育支援訪問員のなかから、その家庭にあっ
た職種の訪問員が定期的に訪問し、地区
担当保健師と連携しながら養育に関する助
言や指導をすることで、適切な養育ができ
ている。

実績

令和元年度：332件（実施率　100.6％）
令和2年度：264件(実施率　83.0％）

令和3年度：164件

取組状況

第1子には保健師、第2子以降には保健師
又は母子保健推進員が訪問し、児の成長・
発達について保護者と共有したり、子育て
の不安や悩みなどの相談に対応すること
で、子育てに自信がもて安心して過ごすこ
とができるような支援を行っている。
令和3年度も令和2年度に引き続き、新型コ
ロナウイルス感染症対策のため、対象者の
希望を確認し、訪問はせず電話連絡のみと
したケースもあった。

取組状況

乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん事業）

健康推進課

実績

養育支援訪問事業 健康推進課

実績
令和元年度：実件数5件（延件数55件）
令和2年度：実件数4件（延件数14件）
令和3年度：実件数2件（延件数9件）

令和元年度：295件
令和2年度：289件
令和3年度：221件

全件面接をして母子健康手帳交付を実施
している。
母子コーディネーターが主に母子手帳を交
付・面接することで顔の見える関係づくりを
し、個々に応じた相談対応や支援ができて
いる。
また、アンケート項目をもとに点数化するこ
とでハイリスク妊婦を抽出し支援につなげ
ている。

①‐1 母子健康手帳の交付 健康推進課

②‐1
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第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管 第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

現行プランより新たに企画立案した子育て支援重点事業　取組①②

対象 子育て家庭

事業概要

①母子保健コーディネーターの設置
さまざまな機関の関係者との機能の連携・
情報共有を図り、妊娠期から子育て期ま
での総合的な情報提供や支援を行うこと
で、切れ目ない支援体制を構築する。

②支援の必要な家庭に対する早期支援
母子健康手帳の交付の際、妊婦全員にア
ンケートを実施し、予想外の妊娠、若年・
高齢出産など支援が必要な家庭を早期に
発見し、支援を行う。

実績

①子育て支援課、健康推進課内にあいさ
いっ子相談室を設置し、それぞれに母子
コーディネーターを配置
　子育て支援課：専任2名、兼任1名
　健康推進課　：専任1名、兼任1名
・地域の子育て環境づくりと子育て関連機
関との連携のため会議及び研修会を開
催。
　子育て世代包括支援センター運営協議
会：年2回
　子育て支援連絡会：年5回
　子育て支援研修会：年1回
・学童期の子どもたちの支援のため学校
教育との連携
　平成29年度　3校、平成30年度　5校
　令和元年度　1校
②母子健康手帳交付時に面接およびアン
ケートを実施。子育て応援プランを作成。
H29　面接322件、応援プラン118件
H30　面接327件、応援プラン324件
R１ 　面接295件、応援プラン294件

事業継続の方向性

今後も関係機関と連携しながら、妊娠期
から切れ目のない支援を行う。関係機関と
のﾈｯﾄﾜｰｸの構築と環境づくりを実施す
る。

事業効果
妊娠期から子育て期にわたる総合的相談
や支援がワンストップで行える。

取組③ 多様な保育サービス、児童の健全育成

対象 子育て家庭

事業概要
冠婚葬祭や育児疲れなど、家庭での保育
が一時的に困難となった子どもを預かる。

預かり件数

平成27年度： 30件
平成28年度： 55件
平成29年度： 23件
平成30年度：143件

事業継続の方向性
在宅で保育をしている保護者も、一時的に
保育が困難になるケースはあり得るため、
供給体制を確保する。

事業効果
緊急時など、一時的に子どもを預けられる
環境を整備することにより、保護者が安心
できる。

対象 生活保護世帯・児童扶養手当受給者世帯

事業概要
生活保護世帯、児童扶養手当受給者世帯
の放課後児童クラブ利用料を免除する。

免除件数

平成27年度： 82件
平成28年度： 95件
平成29年度： 93件
平成30年度： 94件

事業継続の方向性
ひとり親家庭の自立を支援し、安心して働
くためにも継続して実施する。

事業効果
低所得世帯保護者の児童クラブ利用料負
担が軽減される。

①②‐1 子育て世代包括支援センター
健康推進課

子育て支援課

実績
令和元年度：102件
令和2年度：47件
令和3年度：63件

取組状況
一時的に保育が困難であったり、育児疲れ
等の理由で預かりが必要となる児童につい
て行っている。

実績
令和元年度：76件
令和2年度：69件
令和3年度：61件

取組状況

放課後児童クラブ利用料を軽減すること
で、児童扶養手当受給者等の児童の居場
所を提供し、保護者の働きやすい環境を確
保できている。

実績

令和元年度
子育て世代包括支援センター運営協議会：
2回
　子育て支援連絡会：年5回
　子育て支援研修会：年1回
あいさいっ子相談室
・子育て支援課　専任２名　兼任２名
基本型相談件数実66件、延203件
・健康推進課　　専任１名　兼任１名
母子健康手帳交付時面接妊娠届出数２９５
件応援プラン作成294件、支援プラン15件

令和2年度：
子育て世代包括支援センター運営協議会：
2回
子育て支援連絡会：4回（全体会書面開催
１回）
子育て支援研修会：1回
あいさいっ子相談室
・健康推進課　　専任２名　兼任１名
母子保健型相談件数289件
（応援プラン作成286件、支援プラン1件
・子育て支援課　専任２名　兼任１名
基本型相談件数実59件延127件

令和3年度：
子育て世代包括支援センター運営協議会：
1回
子育て支援連絡会：3回（全体会書面開催1
回）
・健康推進課　　専任２名　兼任１名
母子保健型相談件数221件
（応援プラン作成221件、支援プラン6件)
・子育て支援課　専任２名　兼任１名
基本型相談件数　実84件　延188件

放課後児童クラブ利用料免除 子育て支援課

③‐1 保育園による一時預かり事業 子育て支援課

取組状況

令和３年度も新型コロナウイルス感染症に
よる外出自粛等は育児をする上での影響
も少なくない。そのため、妊娠期からの子
育て世代の相談窓口としてあいさいっ子相
談室を市民の方や関係機関へ周知をして
いく。また、妊娠期から地域へつなぎ、産後
の孤立化を防止するための事業も令和４
年度に向けて計画をしている。
子育て連絡会等で子育て関係機関と継続
しながら、さらに地域で市民を見守っている
主任児童委員や交通指導員等の方とも、
定期的に情報交換を実施しながら連携を
行った。

③‐2
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第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管 第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

取組④ 男女共同参画の推進

対象 初妊婦と配偶者

事業概要
妊娠・出産・育児における父親の参加を促
し、夫婦で子育てに取り組めるように必要
な知識・技術の提供をする。

参加者数・参加率

平成27年度：98人（50組）31.8％
平成28年度：75人（39組）35.4％

平成29年度からマタニティ教室とパパママ
教室を統合してママパパ教室へ変更

平成29年度
　妊娠編：妊婦18人、夫4人、14.0％
　出産・育児編：妊婦32人、夫21人、
24.8％
平成30年度
　妊娠編：妊婦28人、夫14人、23.1％
　出産・育児編：妊婦38人、夫34人、
31.4％
※参加率：教室参加者数/初妊婦とその配
偶者数

事業継続の方向性
男性が参加しやすく、また具体的に役割
が理解できるような教室運営を計画する。

事業効果 父親の育児参加が促進される。

基本目標２　地域全体が積極的に子育てに関わりをもち、次代を担う子どもの健全育成

取組⑤ 子育て家庭を支える支援の充実

対象
育児の援助を受けたい人・育児の援助を
したい人

事業概要
育児の援助を受けたい「依頼会員」と育児
の援助をしたい「提供会員」で子育て相互
援助活動を行う。

会員数

H27年度　提供120人、依頼337人、両方60人
H28年度　提供128人、依頼358人、両方59人
H29年度　提供139人、依頼381人、両方57人
H30年度　提供151人、依頼419人、両方52人

事業継続の方向性
今後も講習会を開催し、さまざまなサポー
トに対応できる提供会員の育成を進める。
また、事業の周知を引き続き行う。

事業効果
地域で相互に子育て支援が行われる。
（目標会員数：500 人）

対象 子育て家庭

事業概要
病気中、病気回復期にある子どもの一時
保育をファミリー・サポートセンターを通じ
て実施する。

利用件数

H27年度　4件
H28年度　14件
H29年度　7件
H30年度　10件

事業継続の方向性
病児・病後児の預かりを継続し、保護者が
急に仕事を休めない場合の支援を行う。

事業効果
病児を一時的に保育する環境を整えるこ
とで、保護者が就労等をすることができ
る。

対象 全世代

事業概要

子育てや子どもの遊び、勉学等の子育て
に関するの知識・経験を持ち、子育て支援
施策に協力していただける方を登録し、ボ
ランティア活動を通じて地域での子育て支
援体制を拡充する。

実績

Ｈ29～事業開始
平成29年度：子育てお助け隊養成講座を開催
　　　　　　　　お助け隊登録人数：９人
平成30年度：
　Aisaiマママルシェ、子ども食堂など　年7回
　連絡会　年４回、フォローアップ研修　1回

事業継続の方向性
今後もイベントを含め、各地域で活動でき
るよう子育てお助け隊の養成及び育成を
し、周知する。

事業効果
人材バンクに人材が登録されることで、市
や地域が企画する行事・イベントの協力要
請が円滑に進む。

実績

令和元年度：子ども食堂
　　　　　　　　　Aisaiマママルシェ（託児）
令和2年度：子ども食堂
　　　　　　　　健診ボランティア
令和3年度：子ども食堂
　　　　　　　　健診ボランティア

実績
令和元年度：19件
令和2年度：　3件
令和3年度：　7件

⑤‐2 病児・病後児保育事業 子育て支援課

子育て支援課

実績

取組状況

⑤‐1 ファミリー・サポートセンター事業

令和元年度：
　妊娠編：妊婦31人、夫12人、25.2％
　出産・育児編：妊婦45人、夫36人、36.6％
令和2年度：※コロナによる中止あり
　妊娠編：妊婦19人、夫7人
　出産・育児編：妊婦43人、夫36人
令和3年度：※コロナによる中止あり
　妊娠編：妊婦23人、夫13人
　出産・育児編：妊婦20人、夫18人

令和3年度は令和2年度に引き続き、新型
コロナウイルス感染症による緊急事態宣言
による教室中止があったが、産科医療機関
の教室も中止されていることから、教室再
開時には多くの申し込みがあり、感染防止
に考慮しながら定員枠を超えた場合は、個
別で対応も行った。
内容については、基本的な育児手技の取
得として赤ちゃん人形を用いて、沐浴デモ
ンストレーションや抱っこ、着替えの体験を
実施した。

令和元年度：提供161人、依頼419人、両方
46人

令和2年度：提供166人、依頼430人、両方
41人

令和3年度：提供174人、依頼433人、両方
41人

NPO法人に委託し、ファミリー・サポート・セ
ンターの周知及び会員数拡大のため、児
童館・子育て支援センターで移動事務所を
開設した。また、依頼会員の育成のため研
修会を開催した。

実績

取組状況
ファミリーサポートセンターへ委託し、病児・
病後児の預かりを継続し、保護者が急に仕
事を休めない場合の支援を行った。

④‐1 ママパパ教室 健康推進課

取組状況

取組状況

子育てお助け隊連絡会（年３回予定）にお
いてコロナ禍での対策を行いながら子育て
支援について話し合いボランティア活動を
した。
ファミサポの養成講座の案内（参加者１名）
令和２年度１２月より保健センターで行わ
れる３か月児・１歳６か月児・３歳児健診に
て受診親子のサポート。令和3年度からは2
歳児歯科健診・2歳6か月児歯科健診も追
加。母たちの荷物を持つ、連れて来たきょう
だいの相手をするなど、健診をスムーズに
受けられるようサポートした。
子ども食堂のボランティア活動は、中止や
時間短縮、内容変更などコロナ禍での対策
に合わせて取り組んだ。
Aisaiマママルシェはあいさいさん祭りが中
止になったため行えなかった。

⑤‐3 子育てお助け隊（子育て人材バンク） 子育て支援課
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第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管 第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

取組⑥ 子育て家庭が安心して利用できる多様な遊び場の確保

対象 全世代

事業概要

子どもたちが安心して遊ぶことができ、地
域の人と交流を図ることができるよう、身
近な遊び場として、児童遊園・ちびっ子広
場を整備する。

修繕必要箇所率

平成27年度　  9％
平成28年度　10％
平成29年度　15％
平成30年度　15％
※修繕必要箇所率：修繕の必要がある遊
具数/設置遊具数

事業継続の方向性
定期的な保守管理を継続し、随時、必要
な対処をし、安全を確保する。

事業効果
子どもの健全育成に寄与し、地域での交
流が生まれる。

取組⑦ 障害のある子どもへの理解、支援体制の整備

対象 子育て家庭

事業概要
成長・発達に支援が必要な子どもの保護
者に対し、児童館・子育て支援センター等
で専門職が相談に応じる。

年間実施回数

平成27年度　26件
平成28年度　13件
平成29年度　10件
平成30年度　 7件

事業継続の方向性

今後は、児童発達支援事業所「あいさい
わかば」を中心に発達障害等子育てに困
難さを抱える保護者及び支援者に対し、
対応方法等を一緒に考え、不安・負担の
軽減を図る。

事業効果
保護者が児童に対する相談をできる環境
が整備されることにより、悩み・不安が解
消される。

対象 子育て家庭

事業概要
対象児童と保護者・職員・保健師が同行
し、教育部門と連携を図りながら、発達障
害児等に対する適正就学相談に応じる。

相談件数

平成27年度　10件
平成28年度　10件
平成29年度　18件
平成30年度　20件

事業継続の方向性

今後も就学後を見据えた学校と関係機関
との連携強化、早期の就学相談により対
象児童・保護者の不安軽減、適正な就学
場所の選定を図る。

事業効果
早い時期での就学相談を実施することに
より、適正な就学場所を選ぶことができる
ため、保護者が安心できる。

対象
保育所等と児童発達支援事業を同一月に
併用した保護者

事業概要
児童発達支援事業の利用者負担額を助
成する。

助成件数

平成27年度　223件
平成28年度　206件
平成29年度　150件
平成30年度　140件

事業継続の方向性

令和元年10月より3歳から5歳までの障害
のある子どもたちのための児童発達支援
の利用者負担が無償化されることに伴
い、助成対象者は減少するため、今後継
続して支援していくか検討する必要があ
る。

事業効果
保護者の費用負担が軽減されることによ
り、発達支援の一助となるサービスが利用
しやすくなる。

平成30年度からは子育て世代包括支援セ
ンターによる施設巡回事業として実施して
いる。。
市内児童館・子育て支援センターを令和元
年度は各1回、令和２年度からは各２回ず
つ巡回し身長体重の計測、相談対応を行っ
ている。令和３年度も感染対策に注意し、
身近な子育て支援センターの職員とも情報
交換を行いながら、対応を行った。

取組状況

実施施設数
令和元年度：14か所
令和2年度：24か所
令和3年度：22か所
相談実績
令和元年度：１３件
令和２年度：３６件
令和３年度：２４件

実績

令和元年度：31件
令和2年度：61件
令和3年度：54件

取組状況

⑦‐1 訪問相談事業 子育て支援課

実績

（修繕等実施施設数）
令和元年度：35施設
令和2年度：27施設
令和3年度：24施設

⑥‐1 児童遊園・ちびっ子広場の整備事業 都市計画課

取組状況

児童遊園及びちびっ子広場において、2ヶ
月に1度、専門業者による遊具等の点検を
実施した。また、点検結果等を踏まえ、修
繕等を実施することで、身近な遊び場の整
備に努めた。

保健センターからの勧奨で相談につながる
ケースが最も多く、保護者からの相談を受
けたのち、保護者・児童・学校教育課職員・
学校職員で学校見学を行い、学校での懇
談の機会を設けている。対象児によって
は、保健師や相談支援事業所の相談員、
児童発達支援事業所の職員が学校見学に
同席することがあった。また、必要があれ
ば臨床心理士が保育園等の就学前施設に
訪問し、観察と聞き取りを行い、実態把握
に努め、適正就学に向けた判断を保護者
が行えるよう支援している。
支援学校または、支援学級に就学した新
小1年はH30年度が14名、H31（R1）年度が
15名、R2年度が27名と増加しており、それ
に伴い就学相談も増加している。

⑦‐3
児童発達支援事業利用者負担額助成事
業

社会福祉課

実績

⑦‐2 発達障害児等の支援体制づくり
健康推進課
学校教育課

子育て支援課

実績

取組状況

児童発達支援の利用者負担額を助成する
ことで、当該児童の早期療育、発達支援を
促進し、もってその家族の福祉の向上を
図っている。

令和元年度：85件
令和2年度：28件
令和3年度：　4件

4



第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管 第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

対象 障害児・者

事業概要
屋外での移動が困難な障害のある人に、
外出のための支援を行う。

延べ利用時間

平成27年度　2,421時間
平成28年度　2,832時間
平成29年度　3,066時間
平成30年度　3,288時間

事業継続の方向性
障害のある人の多様な活動、社会参加や
自己実現をを支える重要な福祉サービス
として、今後も継続して支援する。

事業効果
外出の機会が増えることで生活の幅が広
がり、心身の健康状態の安定が期待でき
る。

対象 障害児・者

事業概要
日中における活動の場を提供し、介護者
等の一時的な休息の確保等を図る。

延べ利用時間

平成27年度：6,142日
平成28年度:7,273日
平成29年度：7,404日
平成30年度：10,037日

事業継続の方向性
家族の一時的な休息を確保するための重
要な福祉サービスとして、今後も継続して
支援する。

事業効果
利用者に社会参加の場が提供され、家族
にとっては休息時間を確保できる。

取組⑧ 児童虐待防止対策の推進

対象 子育て家庭

事業概要
児童を育てる上で、問題を抱える親に対
し、助言指導を行う。

相談件数

平成27年度　145件
平成28年度　92件
平成29年度　105件
平成30年度　111件

事業継続の方向性
今後も関係機関と連携して相談対応・支
援を行う。

事業効果
身近に相談できる場があることで、虐待等
の問題が深刻化する前に対応してもらえ
るため、保護者が安心できる。

取組⑨ 青少年の育成及び体験活動推進

対象 小中学生

事業概要
学校へ行く意思はあるが、行くことができ
ない児童・生徒に対し、個別面談・集団で
の活動、教科指導を行う。

指導児童数

平成27年度　9件
平成28年度　12件
平成29年度　14件
平成30年度　21件

事業継続の方向性

登校したくてもできない状態にある不登校
児童・生徒に対し、集団生活への適応能
力の向上を図り、社会的自立支援並びに
学校復帰へ向けた指導をする。また、不登
校の児童生徒の回復には、家族（保護者）
の助けが必要となるため、保護者に対す
る支援（面接や親の会等の情報提供など）
を強化する。市臨床心理士を活用する。

事業効果
長期間学校を欠席した児童・生徒が、適切
な指導を受けることにより、スムーズに学
校に復帰することができる。

対象 中学生等

事業概要

市の将来を担う若者（中学生等）を対象
に、２年に１度、アメリカ合衆国サクラメント
市等に派遣し、現地での生活・歴史文化
に接する機会を設ける。

参加生徒数
平成28年度：12人（応募24人）
平成30年度：12人（応募22人）

事業継続の方向性

本市と県人会との交流を活かして、同様
の内容で継続して実施する。ただし、県人
会の高齢化等の状況から、ホームステイ
の受け入れに継続して協力いただけない
場合は、派遣先や派遣行程等を見直すな
ど、事業の新たな展開を検討する必要が
ある。

事業効果
国際理解を深めるとともに国際感覚を身
につけ、今後の時代を担うリーダーとして
成長することができる。

令和元年度：未実施
令和2年度：0人（中止）
令和3年度：0人（中止）

取組状況

市の将来を担う若者（中学生等）が、次の
時代のリーダーとして成長する機会の一つ
として、事業実施する予定であったが、新
型コロナウイルス感染拡大状況を鑑み、令
和2年度より事業再開を見送っている。

取組状況

令和元年度より、佐屋と佐織の2か所で運
営している。登校したくてもできない児童生
徒に対し、日中の居場所の提供を行うとと
もに、集団生活への適応能力の向上、社
会的自立支援並びに学校復帰へ向けた指
導を行っている。令和2年3月～5月の臨時
休業期間中も電話相談を行っており、保護
者への相談体制を維持した。令和3年度は
夏休みの相談体制を強化し、教室の開室
日でない日にも相談に応じられるよう、職
員を配置した。

⑨‐2 愛西市青少年国際交流事業 経営企画課

実績

取組状況

子ども自身や子育てに関する困りごとの相
談を家庭相談員が対応している。また、虐
待等の深刻な悩みに対応できるよう、関係
機関等との連携し、相談支援を実施した。

⑨‐1 不登校対策の充実（適応指導教室） 学校教育課

実績
令和元年度：29件
令和2年度：21件
令和3年度：19件

取組状況
障害のある人に対し、日中における活動の
場を提供し、家族の一時的な休息を確保し
ている。

⑧‐1 家庭児童相談室 子育て支援課

実績
令和元年度：101件
令和2年度：141件
令和3年度：136件

⑦‐5 日中一時支援事業 社会福祉課

実績
令和元年度：11,131日
令和2年度：9,918日
令和3年度：8,456日

取組状況
屋外での移動が困難な障害のある人に、
外出のための支援を行っている。

⑦‐4 移動支援事業 社会福祉課

実績
令和元年度：3,510時間
令和2年度：1,804時間
令和3年度：1885時間

5



第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管 第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

基本目標３　子育て支援を通じた、愛西市らしい個性と魅力、活力の醸成

取組⑩ 市民・企業が一体となって子育てを応援する機運の醸成

対象 小学生・保護者

事業概要
遊びを通じて社会の一員として必要な知
識、技能及び態度等を学ぶことを目的と
し、さまざまな行事の開催等を行う。

会員加入率

平成27年度　61％
平成28年度　61％
平成29年度　29％
平成30年度　55％
※会員加入率：子ども会加入児童数/市内
在籍小学校在籍児童数

事業継続の方向性
参加しやすい魅力ある子ども会活動に取
り組み、活動に協力していただくリーダー
や保護者等の確保に努める。

事業効果
子どもたちが、遊びや行事を通じて健全な
仲間づくりをすすめ、社会性を身につける
ことができる。

対象 保護者

事業概要
家庭における児童の養育について、正し
い知識と技術を保護者に伝授する。

活動地区数

平成27年度　4地区
平成28年度　4地区
平成29年度　4地区
平成30年度　4地区

事業継続の方向性
保護者間の交流ができ、地域と子どもとの
つながりを持てる活動ができるように支援
する。

事業効果
地域で保護者同士が親睦を深めることが
できる。

対象 赤ちゃん・中学生・子育て中の父母

事業概要

中学生が赤ちゃんとのふれあいや子育て
中の父母との交流する中で、自他の命の
大切さを実感する。また、子育て中の親に
とっては、地域との繋がりを持てる機会と
する。

参加者数

サマーセミナー参加人数
平成27年度：生徒108人、親子33組
平成28年度：生徒 70人、親子24組
いのちの授業参加人数
平成29年度：生徒622人、親子53組
平成30年度：生徒615人、親子36組

事業継続の方向性
中学生が参加したいと思えるセミナー運営
を考える。

事業効果

中学生が赤ちゃんとふれあうことで、子ど
もの成長や将来自分が親となった時の子
育てをイメージすることができるような効果
的な事業内容を検討する。また、地域で生
活する赤ちゃんとその親に協力していただ
きながら、子育て中の親の孤立を防止す
る。

対象 小学生

事業概要
土曜日に、地域における多様な学習・文
化・体験活動ができる場を提供する。

参加者数

平成27年度　381人
平成28年度　402人
平成29年度　366人
平成30年度　321人

事業継続の方向性

地域で子どもを育てることの有効性を視野
にいれ、子どもたちが、地域と繋がり学校
以外での交流からコミュニケーション力を
育み、この学習を通じて多様な視点を持
ち、充実感、達成感を得ることができるよう
に事業を推進する。

事業効果

異年齢の子どもたちが交流を持ちながら
学習体験活動をすることができる。また、
教育環境を整えることにより、子どもたち
の健やかな成長につながる。

取組状況

地域の方、異年齢の子と交流を持ちながら
多くの教室を開催することにより、様々な体
験学習を通じ創造性など社会を生き抜いて
いく力を培うことができた。

取組状況

中学生と赤ちゃん、その保護者とのふれあ
いを通して、子どもの成長を認識したり、将
来自分が親となった時の子育てをイメージ
することができている。また、地域で生活す
る親子が事業に参加することで社会活動に
参加できるきかっかけとなっている。
令和3年度は、新型コロナウイルス感染症
への対策として、6校中1校は中止、実施の
5校はリモートを活用して親子とのふれあい
を実施した。胎児の心音を聞いたり、いの
ちの始まりについて学んだり、それぞれの
学校の状況に応じたいのちの授業を実施
した。

⑩‐4 あいさい土曜キラリ☆学習 生涯学習課

実績
令和元年度：344人（20講座）
令和2年度：　24人（2講座）
令和3年度：207人（20講座）

取組状況
母親クラブ相互の交流活動を支援すること
で、母親クラブの推進育成を図ることがで

きている。

⑩‐3 子どもの心の健康づくり事業 健康推進課

実績

いのちの授業参加人数
令和元年度：：生徒５４２人、親子４４組

令和2年度：：生徒５１３人、親子6組
令和3年度：生徒441人、親子７組

取組状況

スポーツ大会など、各種行事を計画してい
たが、新型コロナの影響で多くの行事が中
止となった。子どもの人数が減少する地域
もあり、子ども会の会員加入率の低下や単
位子ども会の脱会や統合がみられる。

⑩‐2 母親クラブ活動事業 子育て支援課

実績
令和元年度：４地区
令和2年度：４地区
令和3年度：４地区

⑩‐1 子ども会活動事業 子育て支援課

実績
令和元年度：51％
令和2年度：47％
令和3年度：47％
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第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管 第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

対象 小学生

事業概要
農業委員から、食育を含む農業に関する
話を聞く機会を設ける。

授業回数

平成27年度
　開治小学校　25人
　立田南部小学校　31人
　勝幡小学校　40人
　市江小学校　38人
平成28年度
　西川端小学校　36人
　佐屋小学校　　98人
　佐屋西小学校　65人
　草平小学校　39人
平成29年度
　北河田小学校　57人
　永和小学校　19人
平成30年度
　立田北部小学校　33人
　八輪小学校　19人

事業継続の方向性
実施主体である農畜産業振興会に対し、
引き続き支援を行う。

事業効果
農業の素晴らしさ、地産地消の大切さを学
ぶことができ、地元野菜等の消費拡大に
期待できる。

対象 子育て家庭

事業概要
協賛店舗で提示することにより、さまざま
な優待を受けることができる「はぐみん
カード」を配布する。

優待実施企業数

平成27年度　17件
平成28年度　21件
平成29年度　21件
平成30年度　25件

事業継続の方向性
地域全体で子育てを行っている・行われて
いるという意識啓発ができるよう、子育て
家庭への利用促進を図る。

事業効果

さまざまな優待を受けることにより、保護
者が地域全体で子育てをしていると実感
することができる。
（目標優待実施企業数：50 件）

対象 全世代

事業概要

ＮＰＯ団体、市民、行政が協働して、全世
代を対象に、子育てに特化したマルシェを
休日に実施する。道の駅、親水公園、文
化会館等を会場とし、年に１度開催する。
～イベント例～
◆ランチ＆スイーツブース
・愛西市の特産物を使用したランチ、ス
イーツを提供する。
◆リラクゼーション・リフレッシュブース
・日頃、子連れでは行くことができないハン
ドケア・ネイルケアなどのプチサロンを開
催する。
◆子育て相談ブース
・保健師等の専門職が妊娠・出産・育児の
相談を受け、サポートする。

実績

平成29年度～事業開始
ＮＰＯ法人,市民、行政、関係団体等が協
働して市役所を会場に年1回実施。
平成29年度：出店数50店舗
平成30年度：出店数52店舗、1,032人参加
（受付分）

事業継続の方向性

令和元年度からあいさいさん祭りの中でＡ
isai・ママ・マルシェを開催。実行委員会を
設置し、ＮＰＯ法人、市民、企業、医療機
関、行政で協働し、子育て家庭も参加でき
るような企画を検討し、周知を図る。

事業効果
楽しみながら、安心して子育てができる環
境が構築される。また、地域全体で子育て
を支援していく機運が醸成される。

取組状況
地域全体で子育てに関わる機運を高める
ことにつなげることができた。

取組状況

市内小学校の5年生を対象に、愛西市の農
産物を紹介し、食農教育を行うことにより、
地産地消の大切さや地元野菜がどのよう
に育っているのかなど農業分野へ関心を
もってもらうために授業を行った。

⑩‐6 子育て家庭優待事業 子育て支援課

実績
令和元年度：22件
令和2年度：22件
令和3年度：22件

⑩‐7
Ａisai・ママ・マルシェ

子育て支援課

実績

令和元年度：第１回あいさいさん祭り「すく
すくゾーン」として参加
出店50店　あいさいさん祭りの参加者数約
6000人
令和2年度：あいさいさん祭り中止
令和3年度：あいさいさん祭り中止

取組状況

あいさいさん祭り実行委員会に参加。
開催に向け、内容や実施方法等を検討。
地域の子育て中の保護者が活躍できる
場、また地域とつながるきっかけになるよう
出店及び参加を呼び掛けていく。

⑩‐5 出前授業（農業の大切さについて） 産業振興課

実績

令和元年度：開治小学校　10人
　立田南部小学校　38人

令和2年度：　勝幡小学校 47人
　市江小学校 37人

令和3年度：佐屋小学校 106人
草平小学校 57人
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第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管 第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

対象 市民活動団体

事業概要

市民の皆さんなどが中心になって企画し、
活動する地域づくりのための活動にかか
る経費を補助することで、本市における地
域づくりを市民主体により推進する。

実績

H30年度より市民活動支援公募事業補助
金交付事業を実施。これは第2次総合計
画における「まちづくりの基本理念」である
『①協働によるまちづくり』『②持続可能な
まちづくり』及び『③絆を大切にするまちづ
くり』に基づき、市民主体の地域づくりを進
める目的としたもの。なお、補助金交付要
綱上には市民活動の種類として「子どもの
健全育成を図る活動」も含まれる。

事業継続の方向性

平成30年度からの補助金交付事業開始
であり、制度周知が十分でないため、制度
周知の徹底を図る必要がある。
しかし、本補助金交付事業については子
育てに特化したものではないため、この
「子どもの健全育成を図る活動」の事業件
数増加を図るためには、子育て支援課等
が所管する各種団体等に対し、補助金交
付制度普及活動を実施する必要がある。

事業効果

市民の皆さんなどから、自発的で自由な
発想による活動を提案、かつ実施いただく
ことで、より地域に根付いた活動と地域活
動の担い手が生まれることが期待できる。

取組⑪ ボランティア・ＮＰＯ等の子育て協働推進

対象 小学生・保護者

事業概要
親子でトマトを収穫し、ケチャップづくりの
体験をする。

参加者数

平成27 年度： 小学生19 人、保護者14 人
平成28 年度： 小学生14 人、保護者  7 人
平成29 年度： 小学生10 人、保護者  7 人
平成30 年度： 小学生12 人、保護者  7 人

事業継続の方向性
実施主体である農畜産業振興会に対し、
引き続き支援を行う。

事業効果
体験を通じた食育学習をすることができ、
親子の絆が深まる。

対象 親子

事業概要
親子で野鳥観察をしながら、身近にある豊
かな自然に触れる機会を提供する。

参加者数

平成27 年度： 19 人
平成28 年度： 13 人
平成29 年度： 11 人
平成30 年度：17人

事業継続の方向性

環境基本計画に基づき、親子口座と限定
せず幅広い年齢層の参加者を募り焦土の
自然環境について学び、愛西市の豊かな
自然について啓発する。

事業効果
地域学習から環境について広く学習する
ことができ、親子の絆を深めることにつな
がる。

対象 児童

事業概要
子どもがいつでも助けを求められる場所と
して、市内の商店や一般民家を指定する。

協力人数

平成27年度：185人
平成28年度：197人
平成29年度：197人
平成30年度：197人

事業継続の方向性

不審者からの身を守るために、子どもがい
つでも助けを求められる場所として、登録
の申し出に対し、条件を満たしている者に
委嘱をする。委嘱期間は3年。

事業効果
不審者等から身を守るために、いつでも駆
け込める場所があることで、子どもが安心
することができる。

対象 親子

事業概要
さまざまな場所で絵本の読み聞かせを実
施する。

ボランティア数

平成27 年度：11人
平成28 年度：11人
平成29 年度：11人
平成30 年度：　8人

事業継続の方向性
子ども読書推進計画を基にさまざまな行
事を行い、絵本の読み聞かせを実施し読
書活動の推進を図る。

事業効果
絵本にふれあうことで創造力を養うことが
でき、読書活動の推進につながる。

取組状況

3年間の委嘱期間で、子どもがいつでも助
けを求められる場所として、市内商店や一
般民家を指定し、こども110番の家とし、登
録した。

⑪‐4 絵本の読み聞かせ 生涯学習課

実績

⑪‐3 子ども１１０番の家 学校教育課

実績

令和元年度：10人
令和2年度：10人
令和3年度：  8人

取組状況

絵本にふれあうことで創造力を養うことが
できた。親子、参加者とのふれあいや、読
み聞かせをきっかけに子供の感受性を養
いながら読書活動の推進につながった。
（令和3年度は、新型コロナウイルス感染症
拡大防止の観点より実施を中止）

令和元年度：176名
令和2年度：176名
令和3年度：176名

取組状況

⑪‐2 野鳥観察会
生涯学習課

環境課

実績
令和元年度：8人
令和2年度：4人
令和3年度：11人

⑪‐1 親子でケチャップづくり 産業振興課

取組状況
親子で地域の環境について学習し郷土の
自然環境を学ぶことができた。

実績

市民活動支援公募事業補助金 経営企画課

実績
令和元年度：3件
令和2年度：2件
令和3年度：9件

取組状況

令和3年度分補助金の交付決定を行った9
団体については、予定通り活動を実施して
おり、団体からの実績報告後に補助金を交
付する予定である。

⑩‐8

令和３年度はコロナウイルス感染症蔓延を
予防するため開催を見送った。

令和元年度：小学生　9人、保護者　7人
令和2年度：中止
令和3年度：中止
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第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管 第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

取組⑫ 子育て支援取組の効果的な情報発信

対象 子育て家庭

事業概要
子育て関連情報についてわかりやすく記
載したガイドブックを発行する。

配布施設件数

平成27 年度： 　39件
平成28 年度： 　39件
平成29 年度： 　39件
平成30 年度：   39件

事業継続の方向性
妊娠期から活用できるよう内容を精査し、
適宜ニーズに合わせ内容を充実させる。

事業効果
保護者が子育てに関連の情報を容易に取
得し、活用することができる。

対象 全世代

事業概要

出産・育児から学校生活に至るまでの情
報をカテゴリー別に分かりやすく提供する
とともに、各種制度や施設の紹介など、役
立つ情報を発信する。

登録会員数

平成29年度から事業開始

平成29年度末：184人
平成30年度末：621人

事業継続の方向性
児童館、子育て支援センター等のイベント
情報等身近な地域の情報提供を充実させ
る。

事業効果
子育て世代に興味深い情報を発信するこ
とで、子育て世代の交流が深まる。

３　新たに追加した推進すべき重点事業

取組 配慮を必要とする子ども・家庭への支援の推進

対象 子育て世帯

事業概要

少子化・高齢化、核家族化が進み地域の
つながりが希薄になってきている中、子ど
も食堂を開催し、食を通じた地域のつなが
り、孤食の防止、子どもの居場所づくりな
どを目的に地域におけるコミュニケーショ
ンの活性化を図る。

実績

社会福祉協議会と連携して平成29年度よ
り試験的に子ども食堂を実施し、平成30年
度は実施場所を１か所から２か所へ増や
した。
市内実施（社協　２か所、　ボランティア　２
か所、ＮＰＯ　1か所）

事業継続の方向性

各種団体等と連携して子ども食堂を実施
し、子どもと話をしながら食事をすることに
より家庭状況や、必要なニーズを把握す
る。

事業効果
食を通じた地域のつながり、孤食の防止、
子どもの居場所づくりが図られる.

対象 生活困窮世帯

事業概要

経済的困難を抱える家庭のさまざまな課
題について、総合的に相談できる窓口を
設置するとともに、より相談しやすい窓口
のあり方についても検討を進める。

相談件数

平成27年4月から相談員を配置。

平成27年度：34件
平成28年度：66件
平成29年度：49件
平成30年度：41件

事業継続の方向性 今後も継続し、相談対応する。

事業効果
支援員による相談対応の実施により、生
活困窮世帯の安心感に寄与した。

各種手当の制度案内、保育園、児童館や
産前産後に関する施設を掲載し、子育てに
役立つ情報を充実させた。
また、母子健康手帳交付や転入時にチラシ
を配付、子育て支援機関にチラシやポス
ターを設置し、周知を行った。

⑫‐2 子育てポータルサイト 子育て支援課

実績
　令和元年度：1,024人
　令和２年度　：1,316人
　令和３年度　：1,420人

取組状況

取組状況

赤ちゃん訪問や転入時へ対象者に配付、
また子育て支援機関等に設置等を行い、
保護者が子育てに関連の情報を容易に取
得・活用することができるようにした。

⑫‐1 子育てガイドブック 子育て支援課

実績
令和元年度：39件
令和2年度：39件
令和3年度：39件

相談体制の充実 社会福祉課

実績
令和元年度：49件
令和2年度：57件

　令和3年度：123件

取組状況

コロナ感染症の環境で住居を失う恐れのあ
る方が増加し、住居確保給付金の申請が
増え、相談を受付した。
住居確保給付金
　　令和2年度：13件
　　令和3年度： 7件

子ども食堂
社会福祉課

子育て支援課

実績

　　令和元年度：４か所
　　令和2年度：４か所
　　令和3年度：２か所
　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、子ども食堂の代替としてフードパント
リー（食材配布）を実施する団体あり

取組状況

社協・民間企業・ボランティア等の協力を得
て子ども食堂を開催している。
毎回参加してくれる子どももおり、事業が定
着しつつある。
また、参加する子どもにアンケートを実施し
ており、家庭状況や必要な支援ニーズの把
握に努めている。
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第２期愛西市子育て応援プランの進捗状況について 資料２

整理 主要な取組 主な所管 第2期計画記載内容 Ｒ3年度取組状況（令和3年12月末日現在）

対象 子育て世帯

事業概要

子育て中の家庭に対し、生活保護による
扶助、保育・就学時等にかかる各種経費
の減免や医療費給付等を行い、経済的負
担の軽減を図る。

【学校教育課】
●実績
令和元年度：就援→462件　奨励費→82件
令和2年度：就援→509件　奨励費→85件
令和3年度：就援→316件　奨励費→96件
●取組状況
＜就学援助＞愛西市立小中学校に就学さ
せるのにお困りの保護者に対し、学校で必
要な費用の援助を行った。
＜特別支援教育就学奨励費＞愛西市立小
中学校の特別支援学級に在籍する児童生
徒の保護者に対し、教育に必要な費用の
援助を行った。

・特別児童扶養手当等諸手当、障害児
（者）医療費助成、障害者（児）タクシー利
用料補助等
　要件に該当する方に対し、手当の支給・
医療費の助成・タクシー利用料の補助等
を行った。
・就学援助
　愛西市立小中学校に就学させるのにお
困りの保護者に対し、学校で必要な費用
の援助を行った。
・特別支援教育就学奨励費
　愛西市立小中学校の特別支援学級に在
籍する保護者に対し、教育に関わる費用
の援助を行った。

事業継続の方向性 今後も継続し、支援を実施する。

事業効果
経済的に支援が必要な家庭に、個々の状
況に応じた支援を行い、経済的負担の軽
減に寄与する。

子育て世帯への経済的支援

社会福祉課
子育て支援課
保険年金課
学校教育課

【保険年金課】
●実績
・子ども医療給付
令和元年度：104,255件
令和2年度：93,541件
令和3年12月末現在：79,172件
・母子・父子家庭医療給付
令和元年度：12,526件
令和2年度：11,020件
令和3年12月末現在：8,681件
●取組状況
・子ども医療費給付
　子どもが医療機関等を受診された場合の
医療費の助成を行った。
・母子・父子家庭医療
　対象となる家庭の子どもとその子を扶養
している母及び父が医療機関等を受診さ
れた場合の医療費の助成を行った。

【社会福祉課】
●実績
・生活保護による扶助
令和元年度：保護世帯　191世帯　218人
令和2年度：保護世帯　198世帯　229人
令和3年度：保護世帯　200世帯　230人
・生活福祉資金貸付
令和元年度：0件
令和2年度：緊急小口資金申請者１７７件
　　　　　　総合支援金申請者４９件
令和3年度：緊急小口資金申請者７３件
　　　　　　総合支援金申請者１１１件
・障害児(者）タクシー利用料補助
令和元年度：交付者数903人
令和2年度：交付者数859人
令和3年度：交付者数801件
●取組状況
・生活保護による扶助
　生活保護による扶助等、個々の状況に応
じた支援を実施した。
・生活福祉資金貸付
　他の資金の借入が困難な所得の低い世
帯や、障害を持つ方の同居世帯等に対し
て、社会福祉協議会が資金の貸付を行っ
た。
・障害者（児）タクシー利用料補助
　経済的な支援を行い、生活の安定を図っ
た。

【子育て支援課】
●実績
・児童扶養手当
令和元年度：336人
令和2年度：326人
令和3年度：324人
・遺児手当
令和元年度：170人
令和2年度：170人
令和3年度：155人
・母子・父子・寡婦福祉資金
令和元年度：貸付　0件、相談　15件
令和2年度：貸付　0件、相談　8件
令和3年度：貸付　1件、相談　14件
・特別児童扶養手当
令和元年度：103人
令和2年度：103人
令和3年度：104人
●取組状況
児童扶養手当の支給や、母子・父子・寡婦
福祉資金貸付事業をすることにより、ひとり
親家庭や障害児を養育する保護者等に対
する経済的な支援を行っている。

・生活保護による扶助
　生活保護受給者に対して、生活保護に
よる扶助を行った。
・生活福祉資金貸付
　他の資金の借入が困難な所得の低い世
帯や、障害を持つ方の同居世帯等に対し
て、社会福祉協議会が資金の貸付を行っ
た。
・保育所副食費の補助
　認可保育所・幼稚園等に通園する児童
の保護者に対して、副食費に係る費用の
一部を補助した。
・児童扶養手当、遺児手当、母子・父子・
寡婦福祉資金貸付等
　ひとり親家庭等、支給要件に該当する子
どもを監護・養育している方に対して手当
の支給・資金の貸付等を行った。
・保育に係る利用者負担の軽減
　母子・父子家庭・障害児（者）のいる世帯
等の保育料を軽減した。
・子ども医療費給付
　子どもが医療機関等を受診された場合
の医療費の助成を行った。
・母子・父子家庭医療
　対象となる家庭の子どもとその子を扶養
している母及び父が医療機関等を受診さ
れた場合の医療費の助成を行った。

実績
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